
（案） 

府 消 委 第    号  

平成   年  月  日 

 

内閣総理大臣 安 倍  晋 三 殿 

 

 

                   消費者委員会 

                    委員長 河 上 正 二 

 

 

答 申 書 

 

平成29年７月31日付け消取引第223号をもって当委員会に諮問のあった下記

事項については、特定商取引に関する法律（昭和51年法律第57号）の趣旨に鑑

み妥当であり、その旨答申する。 

なお、平成29年●月●日付け国土交通省に対する当委員会からの意見を踏ま

え、消費者庁においては、消費者行政の司令塔としての機能を発揮して、不動

産特定共同事業法に基づく小規模不動産特定共同事業制度を悪用した消費者被

害の発生を防止するため、以下の事項について国土交通省と連携して取り組む

こと。 

                 

１．小規模不動産特定共同事業に関し、問題のある事業者が同事業に参入す

ることを防ぐために、国及び都道府県の不動産特定共同事業法を担当する部

署は、小規模不動産特定共同事業者の登録・更新時はもとより、それ以外の

時期についても継続的に運用実態の把握に努めること。 

 

２．小規模不動産特定共同事業の制度について、消費者（投資者）が同制度

を十分に理解できるよう周知を図ること。また、こうした投資ファンドの悪

用に関する過去の類例を踏まえ、同制度を悪用した投資詐欺等の消費者被害

を防止すべく、消費者に対する注意喚起等、適切な対応を行うこと。さらに、

消費生活センターに対しても消費者からの相談に対し、適切に助言等の対応

ができるよう同制度の周知を行うこと。 

 

３．小規模不動産特定共同事業者の行う事業内容について適切に監督を行う

観点から、国や都道府県の不動産特定共同事業法の担当部署等は、国民生活

センターや消費生活センターと事業者に対する苦情を共有する等の連携を

図ること。 

（追加資料） 



 

記 

 

 

 特定商取引に関する法律第26条第１項第８号ニに規定する適用除外の対象と

して政令で定められている商品の販売又は役務の提供に関し、別紙の業務を規

定するため、特定商取引に関する法律施行令別表第２（第５条、第５条の２関

係）の改正を行うことについて 

 

 

以上 

 



 

対象となる業務 
小規模不動産特定共同事業者が行う小規模不動産特定共同事業 

（不動産特定共同事業法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 46 号）によ

る改正後の不動産特定共同事業法（平成６年法律第 77 号）第２条第６項） 

 

以上 

別紙 



不動産特定共同事業法に基づく小規模不動産特定共同事業に対する意見 
 

平成 29 年●月●日 
                        消 費 者 委 員 会 

 
平成 29 年７月 31 日付けで、消費者庁から当委員会に対し、不動産特定共同

事業法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 46 号）に基づく小規模不動産

特定共同事業に関し、特定商取引に関する法律（以下「特商法」という。）の

適用除外の対象とすることについての諮問がなされた。 

上記諮問に関しては、特商法の趣旨に鑑み、同事業を特商法の適用除外とす

ることは妥当であると思料し、平成29年●月●日付けでその旨の答申を行った。 

他方で、不動産特定共同事業法に基づく小規模不動産特定共同事業の運用に

当たっては、同制度を悪用した消費者被害及び消費者トラブルを防止するため

に、同法を主管する国土交通省において、関係省庁と連携しつつ、下記の事項

について取組を行うことを求める。 

記 

１．小規模不動産特定共同事業に関し、問題のある事業者が同事業に参入す

ることを防ぐために、国及び都道府県の不動産特定共同事業法を担当する部

署は、小規模不動産特定共同事業者の登録・更新時はもとより、それ以外の

時期についても継続的に運用実態の把握に努めること。 

 

２．小規模不動産特定共同事業の制度について、消費者（投資者）が同制度

を十分に理解できるよう周知を図ること。また、こうした投資ファンドの悪

用に関する過去の類例を踏まえ、同制度を悪用した投資詐欺等の消費者被害

を防止すべく、消費者に対する注意喚起等、適切な対応を行うこと。さらに、

消費生活センターに対しても消費者からの相談に対し、適切に助言等の対応

ができるよう同制度の周知を行うこと。 

 

３．小規模不動産特定共同事業者の行う事業内容について適切に監督を行う

観点から、国や都道府県の不動産特定共同事業法の担当部署等は、国民生活

センターや消費生活センターと事業者に対する苦情を共有する等の連携を

図ること。 

 

 

以上 

 

（案） 


